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第２回製造業安全対策官民協議会を開催します 
～製造業の安全対策のさらなる強化と情報発信の場に～ 

 

 厚生労働省、経済産業省および中央労働災害防止協会と主要製造業団体で構成する「製

造業安全対策官民協議会」（別紙）は、10月 16日に第２回協議会を開催します。 

第２回協議会では、11月の全国産業安全衛生大会（9日に協議会特別セッション開催）

に向けて、3月 28日に開催された「製造業安全対策シンポジウム」における提言を踏ま

え、協議会のワーキンググループで検討した結果について報告・協議する予定です。 

 

開催概要は以下のとおり。 

  

○ 日時：平成 29年 10月 16日（月）10:00～11:30 

○ 場所：厚生労働省専用第 15会議室（12階） 

○ 主な議事： 

  ◆会長、厚生労働省、経済産業省あいさつ 

  ◆製造業安全対策に関するトップ会談の報告について 

◆サブワーキンググループで検討された事項について 

  ◆製造業安全対策官民協議会の当面のスケジュールについて 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央労働災害防止協会 

 教育推進部長    中屋敷 勝也 

 総務部長      阿部  充 

【照会先】 

 総務部広報課長   高橋 まゆみ        

（電話）03-3452-6542(FAX)03-3453-8034 

非公開 

冒頭のみ、カメラ撮り可 

 
中災防は、昭和 39年に労働災害防止団体法に基づき設立された団体で、事業主の自主的な労働

災害防止活動を支援するため、企業の人材の育成、安全衛生の専門技術の提供および最新の安全衛

生情報の提供など、安全衛生に関する総合的な事業を行っています。 

  会 長： 原 定征（さかきばら・さだゆき：日本経済団体連合会会長） 

  理事長：八牧 暢行 (やまき・のぶゆき) 



     

 
 

 

別 紙 
 

 

 

製造業安全対策官民協議会の概要 

 

１ 目的 

製造業における安全対策のさらなる強化を図るため、官民が連携し、経営層の参画の下、業

種の垣根を越え、現下の安全に関わる事業環境の変化に対する認識を分析、共有しながら、

既存の取組の改善策や新たに必要となる取組を検討し、企業における現場への普及を推進す

ることを目的とします。 

 

２ 構成員 

   石油連盟、一般社団法人 セメント協会、一般財団法人 素形材センター、一般社団法人 

日本アルミニウム協会、一般社団法人 日本化学工業協会、日本鉱業協会、一般社団法人 日

本自動車工業会、一般社団法人 日本伸銅協会、日本製紙連合会、一般社団法人 日本鉄鋼

連盟、厚生労働省、経済産業省、中央労働災害防止協会 

 

３ 活動実績と予定（平成 29年） 

  ３月 ６日 第１回製造業安全対策官民協議会 

  ３月 28日 製造業安全対策シンポジウム 

（トップのリーダーシップ、現場力の向上、安全管理体制強化と安全投資促進等を討議） 

  ９月 28日 製造業安全対策に関するトップ会談 

（製造業の現場の環境変化、経営理念と安全対策など、安全対策において経営層に期待さ

れる役割と対応についての意見交換） 

11月 ９日 第 76回全国産業安全衛生大会（神戸）特別セッション 

（基調講演、企業事例、パネルディスカッションにより、協議会の活動成果を発信） 

 
 

※「製造業安全対策官民協議会」に関する情報は、中央労働災害防止協会ホームページの特設サイト 
（http://www.jisha.or.jp/seizogyo-kyogikai/index.html）に掲載しています。 

http://www.jisha.or.jp/seizogyo-kyogikai/index.html

